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附則

別表

第⼀章 総則

（⽬的）

第⼀条 当銀⾏は、我が国の中央銀⾏として、銀⾏券を発⾏するとともに、通貨及び⾦融の調節を

⾏うことを⽬的とする。

２ 当銀⾏は、前項に規定するもののほか、銀⾏その他の⾦融機関の間で⾏われる資⾦決済の

円滑の確保を図り、もって信⽤秩序の維持に資することを⽬的とする。

（通貨及び⾦融の調節の理念）

第⼆条 当銀⾏は、通貨及び⾦融の調節を⾏うに当たっては、物価の安定を図ることを通じて国⺠

経済の健全な発展に資することをもって、その理念とする。

（業務時間）

第三条 当銀⾏の業務時間は、午前九時から午後三時までとする。

２ 当銀⾏が適当と認める業務については、前項の業務時間以外の時間においても⾏うことが

できる。

３ 当銀⾏は、必要あるときは、第⼀項の業務時間を延⻑することができる。

４ 当銀⾏は、臨時に第⼀項の業務時間を短縮することができる。この場合においては、その

旨を業務時間の短縮を⾏う本店⼜は⽀店その他の事務所に掲示するものとする。

（休⽇）

第四条 当銀⾏の休⽇は、次に掲げる⽇とする。

 ⼀ 国⺠の祝⽇に関する法律（昭和⼆⼗三年法律第百七⼗⼋号）に規定する休⽇

⼆ ⼗⼆⽉三⼗⼀⽇から翌年の⼀⽉三⽇までの⽇（前号に掲げる⽇を除く。）

三 ⼟曜⽇及び⽇曜⽇

２ 海外駐在員事務所の休⽇は、前項の規定にかかわらず、⼟曜⽇及び⽇曜⽇のほか、事務所

の所在地における⼀般の休⽇に当たる⽇とする。

３ 当銀⾏が適当と認める業務については、前⼆項の休⽇においても⾏うことができる。

４ 第⼀項及び第⼆項に規定する⽇のほか、当銀⾏は、臨時に休業することができる。この場

合においては、その旨を休業を⾏う本店⼜は⽀店その他の事務所に掲示するものとする。

（代理店の設置等）

第五条 当銀⾏は、財務省令で定めるところにより、財務⼤⾂の認可を受けて、その業務の⼀部を

取り扱う代理店を設置し、⼜は廃⽌することができる。

第⼆章 通常業務

第⼀節 総則



（通常業務）

第六条 当銀⾏は、第⼀条の⽬的を達成するため、次に掲げる業務を⾏うことができる。

 ⼀ 商業⼿形その他の⼿形の割引

⼆ ⼿形、国債その他の有価証券⼜は電⼦記録債権（電⼦記録債権法（平成⼗九年

法律第百⼆号）第⼆条第⼀項に規定する電⼦記録債権をいう。以下この条にお

いて同じ。）を担保とする貸付け

三 商業⼿形その他の⼿形（当銀⾏の振出しに係るものを含む。）、国債その他の

債券⼜は電⼦記録債権の売買

四 ⾦銭を担保とする国債その他の債券の貸借

五 預り⾦

六 内国為替取引

七 有価証券その他の財産権に係る証券⼜は証書の保護預り

⼋ 地⾦銀の売買その他前各号の業務に付随する業務

２ 前項第五号の「預り⾦」とは、預⾦契約に基づいて⾏う預⾦の受⼊れをいう。

３ 国との間で、第⼀項各号に掲げる業務を⾏う場合には、次条から第⼆⼗三条までの規定は

適⽤しない。

（基準となるべき割引率及び貸付利率の公表）

第七条 当銀⾏は、⽇本銀⾏法（平成九年法律第⼋⼗九号。以下「法」という。）第⼗五条第⼀項

の規定により、前条第⼀項第⼀号の⼿形の割引に係る基準となるべき割引率及び同項第⼆

号の貸付けに係る基準となるべき貸付利率を定めるものとする。

２ 前項の基準となるべき割引率及び基準となるべき貸付利率は、官報に掲載することにより

公表するものとする。

第⼆節 ⼿形の割引

（⼿形の割引）

第⼋条 当銀⾏は、次の各号に定めるところにより、第六条第⼀項第⼀号に規定する⼿形の割引を

⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

割引の相⼿⽅は、⾦融機関（法第三⼗七条第⼀項に規定する⾦融機関をいう。

以下同じ。）、⾦融商品取引業者（⽇本銀⾏法施⾏令（平成九年政令第三百⼋

⼗五号。以下「令」という。）第⼗条第⼀項第⼆号に規定する⾦融商品取引業

者のうち、⾦融商品取引法（昭和⼆⼗三年法律第⼆⼗五号）第⼆⼗⼋条第⼀項

に規定する第⼀種⾦融商品取引業を⾏う者をいう。第三⼗四条を除き、以下同

じ。）、証券⾦融会社（令第⼗条第⼀項第三号に規定する証券⾦融会社をい

う。以下同じ。）、短資業者（同項第四号に規定する者をいう。以下同じ。）

その他の者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的を達成するため適当と認めるものと

する。

⼆ 割引の対象となる⼿形の種類

割引の対象となる⼿形は、商業⼿形その他の当銀⾏が適当と認める⼿形とす

る。

三 割引の対象となる⼿形の条件

割引の対象となる⼿形は、当銀⾏が特に必要と認める場合を除き、割引を依頼



した相⼿⽅のほかに⽀払能⼒の確実な裏書⼈があり、かつ、その満期⽇が当銀

⾏が割引を⾏った⽇の翌⽇から起算して三ヶ⽉以内の確定⽇に到来するものの

うち、当銀⾏が適当と認めるものとする。

四 ⼿形割引料

⼿形を割り引く場合の割引料は、別に定める割引率によって割引の⽇の翌⽇か

ら⼿形の満期⽇までの⽇数（満期⽇が休⽇に当たる場合は翌営業⽇までの⽇数

とする。）に応じて算出する。

第三節 有価証券を担保とする貸付け

（有価証券を担保とする貸付け）

第九条 当銀⾏は、第六条第⼀項第⼆号に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、

⼿形、国債その他の有価証券を担保とする貸付け（次条及び第九条の三に規定するものを

除く。以下この条において同じ。）を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

貸付けの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社、短資業者そ

の他の者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的を達成するため適当と認めるものとす

る。

⼆ 担保の種類

貸付けを⾏うに当たっては、担保として、次に掲げる有価証券のうち当銀⾏が

適当と認めるものを徴求する。

イ 国債（国庫短期証券（割引短期国債及び政府短期証券をいう。以下

同じ。）を除く。）

ロ 国庫短期証券

ハ 政府保証付債券（政府が元本の償還及び利息の⽀払について保証し

ている社債その他の債券をいう。）

ニ 政府保証付短期債券（政府が元本の償還及び利息の⽀払について保

証している短期社債その他の短期債券をいう。）

ホ 地⽅債

ヘ 財投機関及びこれに準ずる特殊法⼈等の発⾏した債券

ト 社債

チ 短期社債

リ 保証付短期外債（企業が元本の償還及び利息の⽀払について保証し

ている短期外債をいう。）

ヌ 資産担保債券

ル 資産担保短期債券

ヲ 不動産投資法⼈債（不動産投資法⼈が発⾏する投資法⼈債をい

う。）

ワ 短期不動産投資法⼈債（不動産投資法⼈が発⾏する短期投資法⼈債

をいう。）

カ 外国政府の発⾏した債券

ヨ 国際⾦融機関（我が国が加盟していない国際機関を含む。）の発⾏

した債券

タ ⼿形

レ コマーシャル・ペーパー



ソ 外貨建外国債券（当銀⾏が特に必要と認める場合に限る。）

三 貸付期間

貸付期間（貸付けの⽇の翌⽇から起算して返済期⽇までの期間をいう。以下第

九条の三において同じ。）は、三ヶ⽉以内とする。ただし、当銀⾏が特に必要

と認める場合には、三ヶ⽉を超えることができる。

四 利息の徴収

貸付けを⾏う場合は、貸付け実⾏の際に別に定める貸付利率によって、貸付け

の⽇の翌⽇から返済期⽇までの⽇数に応じて、割引または後取りの⽅法によっ

て、利息を徴収する。

（有価証券を担保とする貸越し）

第九条の⼆ 当銀⾏は、第六条第⼀項第⼆号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、当座勘定及び当座勘定（同時担保受払時決済⼝）において⼿形、国債その他の有

価証券を担保とする貸越しを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

貸越しの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社、短資業

者その他の者であって、当銀⾏と当座預⾦取引（第⼗⼋条に規定する当座

預⾦取引をいう。以下次条及び次節において同じ。）を有する者のうち、

当銀⾏が第⼀条の⽬的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 担保の種類

貸越しを⾏うに当たっては、担保として、前条第⼆号に掲げる有価証券の

うち当銀⾏が適当と認めるものを徴求する。ただし、当座勘定（同時担保

受払時決済⼝）における貸越しの担保は、前条第⼆号イ及びロに掲げる有

価証券のうち当銀⾏が適当と認めるものに限る。

三 返済期限

貸越しの返済期限は、貸越しを⾏った⽇の当銀⾏が定める時とする。

四 利息の徴収

貸越しの利息は徴収しない。

（有価証券を担保とする公開市場操作としての貸付け）

第九条の三 当銀⾏は、第六条第⼀項第⼆号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、⼿形、国債その他の有価証券を担保とする公開市場操作としての貸付け（第五⼗

⼀条に規定する基⾦の運営として⾏う公開市場操作としての貸付けを除く。）を⾏

う。

 ⼀ 相⼿⽅

貸付けの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資

業者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条

の⽬的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 担保の種類

貸付けを⾏うに当たっては、担保として、第九条第⼆号に掲げる有価証券

のうち当銀⾏が適当と認めるものを徴求する。

三 貸付期間

貸付期間は、⼀年以内とする。

四 貸付利率

貸付利率は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。



五 利息の徴収

貸付けを⾏う場合は、前号の規定により定める貸付利率によって、貸付け

の⽇の翌⽇から返済期⽇までの⽇数に応じて、後取りの⽅法によって、利

息を徴収する。

第四節 ⼿形又は債券の売買

第⼗条 削除

（コマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買⼊れ）

第⼗⼀条 当銀⾏は、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、コマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債、政府保証付短期債券、資産

担保短期債券及び短期不動産投資法⼈債（以下この条において「コマーシャル・ペーパ

ー等」という。）の売戻条件付買⼊れを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

買⼊れの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資業

者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬

的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 買⼊れの対象となるコマーシャル・ペーパー等

コマーシャル・ペーパー等のうち当銀⾏が適当と認めるものを、買⼊れの対

象とする。

三 売戻条件

買⼊れを⾏うに当たっては、買⼊れの⽇の翌⽇から起算して三ヶ⽉以内の確

定⽇に売戻しを⾏う旨の条件を付するものとする。

四 買⼊れ及び売戻しの価格

買⼊れ及び売戻しの価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

（売出⼿形）

第⼗⼆条 当銀⾏は、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、当銀⾏の振出しに係る⼿形の売出しを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

売出しの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資業

者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬

的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 売出⼿形の形式

売出しを⾏う⼿形は、当銀⾏を振出⼈、受取⼈及び⽀払⼈とする為替⼿形で

あって、当銀⾏が引受けを⾏ったものとする。

三 売出⼿形の期間

売出⼿形の期間（売出しの⽇の翌⽇から起算して満期⽇までの期間をい

う。）は、三ヶ⽉以内とする。

四 売出しの価格

売出しの価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

（国債の売買）



第⼗三条 当銀⾏は、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、国債（国庫短期証券を除く。以下この節において同じ。）の売買（第五⼗⼆条に規

定する基⾦の運営として⾏う利付国債の買⼊れを除く。）を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

売買の相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資業者

であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的

を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 売買の対象となる債券の種類

売買の対象となる債券は、次に掲げる国債とする。

イ 変動利付国債及び物価連動国債以外の利付国債（発⾏後⼀年以内

の利付国債のうち発⾏年限別の直近発⾏⼆銘柄を除く。）

ロ 変動利付国債及び物価連動国債（それぞれにつき、発⾏後⼀年以

内の利付国債のうち発⾏年限別の直近発⾏⼆銘柄を除く。）

三 売買価格

売買の価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

（国庫短期証券の売買）

第⼗四条 当銀⾏は、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、国庫短期証券の売買（第五⼗⼆条に規定する基⾦の運営として⾏う国庫短期証券の

買⼊れを除く。）を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

売買の相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資業者

であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的

を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 売買の対象となる債券の種類

売買の対象となる債券は、国庫短期証券とする。

三 売買価格

売買の価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

（国債及び国庫短期証券の条件付売買）

第⼗五条 当銀⾏は、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、国債及び国庫短期証券の売戻条件付買⼊れ⼜は買戻条件付売却を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

売買の相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資業者

であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的

を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 売買の対象となる債券の種類

売買の対象となる債券は、利付国債及び国庫短期証券とする。

三 売戻条件及び買戻条件

買⼊れを⾏うに当たっては、買⼊れの⽇の翌⽇から起算して⼀年以内の確定

⽇に売戻しを⾏う旨の条件を、売却を⾏うに当たっては、売却の⽇の翌⽇か

ら起算して六ヶ⽉以内の確定⽇に買戻しを⾏う旨の条件を付するものとす

る。

四 売買価格



売買の価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

五 担保

⾦融市場の情勢に応じ、利付国債、割引国債、国庫短期証券⼜は⾦銭を担保

として徴求し、利付国債、割引国債⼜は国庫短期証券を担保として差し⼊れ

る。

第⼗六条 削除

第五節 削除

第⼗七条 削除

第六節 預り⾦

（当座勘定による預り⾦）

第⼗⼋条 当銀⾏は、第六条第⼀項第五号に規定する業務として、次の各号に定めるところによ

り、当座勘定による預り⾦取引（以下「当座預⾦取引」という。）を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

当座預⾦取引の相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社、短

資業者その他の者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的を達成するため適当と認め

るもの（以下この条において「取引先」という。）とする。

⼆ 利息

預り⾦には利息を付さない。ただし、当銀⾏が特に必要と認める場合には、

別に定めるところにより利息を付すことができる。

三 預⾦の受⼊れ

取引先の当座勘定への⼊⾦は、現⾦、当銀⾏宛ての⼩切⼿その他当銀⾏が適

当と認めるものにより⾏う。

四 ⽀払

当銀⾏は、取引先の振り出した⼩切⼿が⽀払のために呈示された場合及び当

銀⾏が適当と認める⽅法による依頼（以下この条において「⽀払依頼」とい

う。）を受け付けた場合には、当該取引先の当座勘定からその⽀払を⾏う。

五 振替

当銀⾏は、取引先の依頼により、当座勘定の振替（第⼆⼗⼀条の規定に基づ

いて⾏う本⽀店間の振替を含む。以下この条において同じ。）を⾏う。

六 取引先のための⼊⾦等の依頼

当銀⾏は、⼿形の交換に関する事務を⾏う者その他の当銀⾏が適当と認める

者が取引先のために⾏う依頼に基づいて、当座勘定に係る⼊⾦、引落し⼜は

振替を⾏うことができる。

七 ⽀払及び振替の時期

当銀⾏は、⼩切⼿若しくは⽀払依頼⼜は振替の依頼を受け付けた場合には、

遅滞なくその⽀払⼜は振替を⾏う。ただし、取引先が、当銀⾏が適当と認め

る⽀払について、次に掲げる取引区分を指定した場合には、当該取引区分に

より⽀払を⾏う。

イ ⼀時同時処理

ロ 三時同時処理



ハ 五時同時処理

（当座勘定（同時担保受払時決済⼜）による預り⾦）

第⼗⼋条の⼆ 当銀⾏は、第六条第⼀項第五号に規定する業務として、次の各号に定めるところに

より、当座勘定（同時担保受払時決済⼝）による預り⾦取引を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

当座勘定（同時担保受払時決済⼝）による預り⾦取引の相⼿⽅は、⾦融

機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社、短資業者その他の者であっ

て、当銀⾏と当座勘定における貸越取引（第九条の⼆及び第四⼗九条の

⼆に規定する貸越しに係る取引をいう。）を有する者のうち、当銀⾏が

第⼀条の⽬的を達成するため適当と認めるもの（以下この条において

「取引先」という。）とする。

⼆ 利息

預り⾦には利息を付さない。

三 預⾦の受⼊れ

取引先の当座勘定（同時担保受払時決済⼝）への⼊⾦は、当該取引先か

らの依頼に基づき、当該取引先に返戻する同勘定における貸越しの担保

である国債の他の者への譲渡しの⾒合い資⾦をもって、当該国債の返戻

と同時に⾏う。

四 ⽀払

当銀⾏は、取引先からの依頼に基づき、当座勘定（同時担保受払時決済

⼝）における貸越しの担保となる国債の当該取引先からの受⼊れ⼜は新

規に発⾏される国債の当該取引先による取得と同時に、当該取引先の当

座勘定（同時担保受払時決済⼝）から、当該国債の他の者からの譲受け

の⾒合い資⾦⼜は払込みに係る資⾦の⽀払を⾏う。

五 同⼀取引先の当座勘定との振替

当銀⾏は、取引先からの依頼に基づき、当該取引先の当座勘定（同時担

保受払時決済⼝）から当座勘定への振替⼜は当該取引先の当座勘定から

当座勘定（同時担保受払時決済⼝）への振替を⾏う。

六 ⽀払及び振替の時期

当銀⾏は、⽀払⼜は振替の依頼を受け付けた場合には、遅滞なくその⽀

払⼜は振替を⾏う。

（当座勘定（同時決済⼜）による預り⾦）

第⼗⼋条の三 当銀⾏は、第六条第⼀項第五号に規定する業務として、次の各号に定めるところに

より、当座勘定（同時決済⼝）による預り⾦取引を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

当座勘定（同時決済⼝）による預り⾦取引の相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融

商品取引業者、証券⾦融会社、短資業者その他の者であって、当銀⾏と

当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条の⽬的を達成するため

適当と認めるもの（以下この条において「取引先」という。）とする。

⼆ 利息

預り⾦には利息を付さない。

三 預⾦の受⼊れ

取引先の当座勘定（同時決済⼝）への⼊⾦は、当該取引先以外の取引先



からの依頼に基づく当該取引先以外の取引先の当座勘定（同時決済⼝）

からの振替により⾏う。

四 ⽀払

当銀⾏は、取引先からの依頼に基づき、当該取引先の当座勘定（同時決

済⼝）から当該取引先以外の取引先の当座勘定（同時決済⼝）への振替

により資⾦の⽀払を⾏う。

五 当座勘定（同時決済⼝）間における振替の⽅法

前⼆号に定める振替は、次に掲げる⽅法により⾏う。

イ 取引先の当座勘定（同時決済⼝）から当該取引先以外の取引

先の当座勘定（同時決済⼝）への振替の依頼その他当銀⾏が

当該振替の依頼とみなす依頼（ロにより振替を⾏わない場合

において取引先毎に設けられた待ち⾏列に待機した振替の依

頼その他当銀⾏が当該振替の依頼とみなす依頼を含む。以下

この条において「振替依頼」という。）の中から、同時に⾏

うことが可能な複数の振替にかかる振替依頼の組合せ（取引

先からの振替依頼に基づく振替を当該取引先以外の取引先か

らの振替依頼に基づく振替と同時に⾏った場合に、当該取引

先の預り⾦が不⾜することのない振替依頼の組合せをい

う。）を当銀⾏が適当と認める⽅法により特定した場合は、

当該複数の振替を同時に⾏う。

ロ イによる複数の振替を同時に⾏わない場合であっても、単独

で⾏うことが可能な振替（取引先からの振替依頼に基づく振

替を⾏った場合に、当該取引先の預り⾦が不⾜することのな

い振替をいう。）を当銀⾏が適当と認める⽅法により特定し

たときは、当該振替を⾏う。

六 同⼀取引先の当座勘定との振替

当銀⾏は、取引先からの依頼に基づき、当該取引先の当座勘定（同時決

済⼝）から当座勘定への振替⼜は当該取引先の当座勘定から当座勘定

（同時決済⼝）への振替を⾏う。

七 振替の時期

当銀⾏は、振替依頼を受け付けた場合において第五号イ若しくはロに掲

げる条件を満たすとき⼜は前号に規定する振替の依頼を受け付けた場合

には、遅滞なくその振替を⾏う。

（準備預り⾦）

第⼗九条 当銀⾏は、第六条第⼀項第五号に規定する業務として、準備預⾦制度に関する法律（昭

和三⼗⼆年法律第百三⼗五号）第⼆条第⼀項に規定する指定⾦融機関のうち当座預⾦取

引を有しない者が同法第三条に基づいて⾏う預け⾦を受け⼊れるため、準備預り⾦取引

を⾏うことができる。

２ 前項の準備預り⾦には利息を付さない。ただし、当銀⾏が特に必要と認める場合には、

別に定めるところにより利息を付すことができる。

（その他の預り⾦）

第⼆⼗条 当銀⾏は、特に必要と認める場合には、第六条第⼀項第五号に規定する業務として、前

四条に規定する預り⾦以外の預り⾦を⾏うことができる。



第七節 内国為替取引

（内国為替取引）

第⼆⼗⼀条 当銀⾏は、第六条第⼀項第六号に規定する業務として、当銀⾏の本⽀店間の当座勘定

の振替、送⾦為替その他の内国為替取引を⾏うことができる。

２ 当銀⾏は、前項の業務に関し⼿数料を徴収することができる。

第⼋節 保護預り

（保護預り）

第⼆⼗⼆条 当銀⾏は、第六条第⼀項第七号に規定する業務として、⼿形、債券⼜は株式預り証書

の保護預りその他の保護預り業務を⾏うことができる。

２ 当銀⾏は、前項の業務に関し、⼿数料を徴収することができる。

第九節 地⾦銀の売買

（地⾦銀の売買）

第⼆⼗三条 当銀⾏が買い⼊れる⾦地⾦は、当銀⾏が適当と認める品位証明のあるものとする。た

だし、特に必要と認める場合には、鑑定その他の⽅法により買⼊れを⾏うことができ

る。

第三章 国に対する貸付け等

（国に対する貸付け等）

第⼆⼗四条 当銀⾏は、我が国の中央銀⾏として、第六条第⼀項に規定する業務のほか、国との間

で次に掲げる業務を⾏うことができる。

 ⼀ 財政法（昭和⼆⼗⼆年法律第三⼗四号）第五条ただし書の規定による国会

の議決を経た⾦額の範囲内において担保を徴求することなく⾏う貸付け

⼆ 財政法その他の国の会計に関する法律の規定により国がすることが認めら

れる⼀時借⼊⾦について担保を徴求することなく⾏う貸付け

三 財政法第五条ただし書の規定による国会の議決を経た⾦額の範囲内におい

て⾏う国債の応募⼜は引受け

四 財務省証券その他の融通証券の応募⼜は引受け

五 貴⾦属その他の物品の保護預り

第四章 国庫⾦の取扱い

（国庫⾦の取扱い）

第⼆⼗五条 当銀⾏は、我が国の中央銀⾏として、法令で定めるところにより、国庫⾦を取り扱う

ものとする。



２ 当銀⾏は、前項の規定により国庫⾦を取り扱う場合には、第六条第⼀項に規定する業

務のほか、その取扱いに必要な業務を⾏うことができる。

第五章 国の事務の取扱い

（国の事務の取扱い）

第⼆⼗六条 当銀⾏は、我が国の中央銀⾏として、法令で定めるところにより、通貨及び⾦融に関

する国の事務を取り扱うものとする。

２ 当銀⾏は、前項の規定により国の事務を取り扱う場合には、第六条第⼀項に規定する

業務のほか、その取扱いに必要な業務を⾏うことができる。

３ 第⼀項の国の事務の取扱いに要する経費は、法令により当銀⾏の負担とされたとき

は、当銀⾏において負担するものとする。

第六章 国庫⾦及び国の事務の取扱いに関する代理店

（代理店）

第⼆⼗七条 当銀⾏は、国庫⾦の出納その他の国庫⾦の取扱い並びに通貨及び⾦融に関する国の事

務の取扱いをするため、財務⼤⾂の認可を受けて、代理店を設置することができる。

（歳⼊代理店）

第⼆⼗⼋条 当銀⾏は、国の歳⼊⾦等の受⼊れの事務を取り扱うため、財務⼤⾂の認可を受けて、

歳⼊代理店を設置することができる。

（歳⼊復代理店等）

第⼆⼗⼋条の⼆ 当銀⾏は、財務⼤⾂の認可を受けて、前条に規定する歳⼊代理店からその事務を

受託して取り扱う歳⼊復代理店を設置することができる。

２ 当銀⾏は、財務⼤⾂の認可を受けて、前項に規定する歳⼊復代理店からその事務

を受託して取り扱う歳⼊復々代理店を設置することができる。

（国債代理店及び国債元利⾦⽀払取扱店）

第⼆⼗九条 当銀⾏は、国債の元利⾦の⽀払その他の国債に関する事務を取り扱うため、国債代理

店⼜は国債元利⾦⽀払取扱店を設置することができる。

２ 前項の場合には、あらかじめその店舗の所在地及び名称を財務⼤⾂に届け出るものと

する。

（国債復代理店）

第三⼗条 当銀⾏は、前条に規定する国債代理店からその事務を受託して取り扱う国債復代理店を

設置することができる。

２ 前項の場合には、あらかじめその店舗の所在地及び名称を財務⼤⾂に届け出るものとす

る。



（代理店預け⾦及び寄託⾦）

第三⼗⼀条 当銀⾏は、第⼆⼗七条に規定する代理店の事務を取り扱う者に対し、預け⾦⼜は寄託

⾦を⾏うことができる。

（保証品）

第三⼗⼆条 当銀⾏は、第⼆⼗七条、第⼆⼗⼋条及び第⼆⼗九条に規定する代理店、歳⼊代理店、

国債代理店及び国債元利⾦⽀払取扱店（次条及び附則第三条において「代理店等」と

いう。）から、保証品として、第九条第⼆号に掲げる有価証券⼜は証書貸付債権のう

ち当銀⾏が適当と認めるものを、徴求することができる。

（⼿数料）

第三⼗三条 代理店等の事務の取扱いに係る経費は、代理店等に負担させるものとする。

２ 当銀⾏は、代理店等の事務の取扱いに対して、⼿数料を⽀払うものとする。

第七章 ⾦融機関等に対する⼀時貸付け

（⾦融機関等に対する⼀時貸付け）

第三⼗四条 当銀⾏は、⾦融機関、令第⼗条第⼀項第⼆号に規定する⾦融商品取引業者、証券⾦融

会社⼜は短資業者（以下「⾦融機関等」という。）において電⼦情報処理組織の故障

その他の偶発的な事由により予⾒し難い⽀払資⾦の⼀時的な不⾜が⽣じた場合であっ

て、その不⾜する⽀払資⾦が直ちに確保されなければ当該⾦融機関等の業務の遂⾏に

著しい⽀障が⽣じるおそれがある場合において、⾦融機関の間における資⾦決済の円

滑の確保を図るために必要があると認めるときは、第六条第⼀項の規定にかかわら

ず、当該⾦融機関等に対し、⼀ヶ⽉を限度として、担保を徴求することなくその不⾜

する⽀払資⾦に相当する⾦額の資⾦の貸付けを⾏うことができる。

２ 当銀⾏は、前項の規定による貸付けを⾏ったときは、遅滞なく、その旨を内閣総理⼤

⾂及び財務⼤⾂に届け出るものとする。

第⼋章 信⽤秩序の維持に資するための業務

（信⽤秩序の維持に資するための業務）

第三⼗五条 当銀⾏は、法第三⼗⼋条第⼀項の規定による内閣総理⼤⾂及び財務⼤⾂の要請があっ

たときは、第六条第⼀項に規定する業務のほか、当該要請に応じて特別の条件による

資⾦の貸付けその他の信⽤秩序の維持のために必要と認められる業務を⾏うことがで

きる。

第九章 資⾦決済の円滑に資するための業務

第⼀節 総則

（資⾦決済の円滑に資するための業務）



第三⼗六条 当銀⾏は、第六条、第⼆⼗四条から第⼆⼗六条まで及び前⼆条に規定する業務のほ

か、内閣総理⼤⾂及び財務⼤⾂の認可を受けて、第六条第⼀項第五号から第七号まで

に掲げる業務⼜は第⼆⼗五条第⼆項若しくは第⼆⼗六条第⼆項に規定する業務と⼀体

的に⾏うことによって⾦融機関の間における資⾦決済の円滑に資すると認められる業

務を⾏うことができる。

第⼆節 削除

第三⼗七条 削除

第三節 外国為替円決済制度関係事務

（外国為替円決済制度関係事務）

第三⼗⼋条 当銀⾏は、第三⼗六条に規定する業務として、⼀般社団法⼈全国銀⾏協会からの委託

を受けて、次の各号に定めるところにより、外国為替円決済制度関係事務を取り扱

う。

 ⼀ 事務の内容

当銀⾏は、外国為替円決済制度に参加している銀⾏（以下この条において

「参加銀⾏」という。）間の⽀払指図の伝送及びこれに付随する事務を取

り扱う。

⼆ ⼿数料

当銀⾏は、参加銀⾏から⼿数料を徴収することができる。

第四節 付記電⽂付振替

（付記電⽂付振替）

第三⼗九条 当銀⾏は、第三⼗六条に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、付記

電⽂付振替を⾏う。

 ⼀ 利⽤先の範囲

付記電⽂付振替の利⽤先は、当銀⾏と当座預⾦取引⼜は当座勘定（同時決

済⼝）による預り⾦取引を有する⾦融機関その他の者のうち、当銀⾏が適

当と認めるものとする。

⼆ 事務の内容

当銀⾏は、利⽤先が他の利⽤先を振替⾦受取⼈とする振替依頼を⾏うに当

たって、その依頼により、次に掲げる事項を記載した通信⽂の伝送を⾏

う。

イ 振替依頼⼈に送⾦為替を依頼した者の名称

ロ 振替依頼⼈が振替⾦受取⼈に対して依頼しようとする⼊⾦先⼝

座の名義⼈（以下この条において「受取顧客」という。）の名

称等

ハ その他当銀⾏が定める事項

三 効果

振替⾦受取⼈が前号ロに規定する事項を記載した通信⽂（振替⾦受取⼈の

当座勘定⼜は当座勘定（同時決済⼝）への⼊⾦を⾏った旨の通信⽂に限



る。）を受けた場合には、その受信の時に、振替依頼⼈は振替⾦受取⼈に

振替の⾦額を受取顧客の⼝座に⼊⾦することを委託し、振替⾦受取⼈はこ

れを承諾したものとみなす。

四 ⼿数料

当銀⾏は、利⽤先から⼿数料を徴収することができる。

第五節 削除

第四⼗条 削除

第四⼗⼀条 削除

第四⼗⼆条 削除

第六節 国債の振替に関する業務

（国債の振替に関する業務）

第四⼗三条 当銀⾏は、第三⼗六条に規定する業務として、社債、株式等の振替に関する法律（平

成⼗三年法律第七⼗五号）の定めるところにより国債の振替に関する業務を⾏う。

第七節 電気通信設備の提供

（電気通信設備の提供）

第四⼗四条 当銀⾏は、第三⼗六条に規定する業務として、業務を⾏うに当たり電気通信設備を当

該業務の相⼿⽅の通信の⽤に供することができる。

第⼗章 外国為替の売買

（外国為替の売買）

第四⼗五条 当銀⾏は、必要に応じ⾃ら、⼜は第⼆⼗六条第⼀項の規定により国の事務の取扱いを

する者として、外国為替の売買を⾏うほか、我が国の中央銀⾏としての外国中央銀⾏

等（法第四⼗条第⼀項に規定する外国中央銀⾏等をいう。以下同じ。）⼜は国際機関

（法第四⼗条第⼀項に規定する国際機関をいう。以下同じ。）との協⼒を図るため、

これらの者による外国為替の売買の事務の取扱いをする者として、外国為替の売買を

⾏うことができる。

２ 当銀⾏は、その⾏う外国為替の売買であって本邦通貨の外国為替相場の安定を⽬的と

するものについては、第⼆⼗六条第⼀項の規定により国の事務の取扱いをする者とし

て⾏うものとする。

３ 当銀⾏は、第⼀項の規定により我が国の中央銀⾏としての外国中央銀⾏等⼜は国際機

関との協⼒を図るため、⾃ら、⼜はこれらの者の事務の取扱いをする者として⾏う外

国為替の売買（外国為替の売買の実⾏及び外国中央銀⾏等⼜は国際機関との外国為替

の売買に係る取極の締結をいう。以下この条において同じ。）のうち、国際⾦融⾯で



の協⼒のため⾏う次に掲げる外国為替の売買については、財務⼤⾂からの要請に基づ

き、⼜はあらかじめその承認を得て、⾏うものとする。

 ⼀ 対外⽀払の決済が困難となった外国中央銀⾏等に対する協⼒のため⾏う外

国為替の売買

⼆ 外国通貨の外国為替相場の安定を⽬的とする協⼒のため⾏う外国為替の売

買（次号に掲げるものに該当するものを除く。）

三 外国中央銀⾏等⼜は国際機関が⾏う外国為替相場の安定を⽬的とする外国

為替の売買に対する協⼒のため⾏う外国為替の売買

第⼗⼀章 国際⾦融業務

（国際⾦融業務）

第四⼗六条 当銀⾏は、我が国の中央銀⾏としての外国中央銀⾏等⼜は国際機関との協⼒を図るた

め、これらの者との間で、次に掲げる業務を⾏うことができる。

 ⼀ 本邦通貨をもって表示される預⾦に係る預り⾦（第六条第⼆項に規定する

預り⾦をいう。）

⼆ 前号の業務により受け⼊れた預⾦を対価として⾏う国債の売却及びその買

取り

三 有価証券、貴⾦属その他の物品の保護預り

四 当該外国中央銀⾏等⼜は国際機関が⾏う国債の売買の媒介、取次ぎ⼜は代

理

五 その他当該外国中央銀⾏等⼜は国際機関による本邦通貨⼜は本邦通貨をも

って表示される資産の適切な運⽤に資すると認められる次に掲げる業務

イ 当銀⾏が保護預りをしている国債（第⼆号の規定により当銀⾏

が売却したものを除く。）の買取り

ロ 当銀⾏が保護預りをしている国債の売戻条件付きの買取り及び

その売却

ハ 第⼀号の業務により受け⼊れた預⾦を対価として⾏う政府保証

債の売却及びその買取り

ニ ⾦銭を担保とする国債の貸借

ホ 外国中央銀⾏等⼜は国際機関が⾏う⾦銭を担保とする国債の貸

借の媒介、取次ぎ⼜は代理

ヘ 第⼀号から第四号まで及びこの号のイからホまでに規定する業

務に付随する業務

第四⼗七条 当銀⾏は、前条の規定による業務のほか、我が国の中央銀⾏としての外国中央銀⾏等

⼜は国際機関との協⼒であって国際⾦融⽀援その他の国際⾦融⾯での協⼒を図るた

め、次に掲げる取引その他の当該協⼒のために必要な取引を、財務⼤⾂からの要請に

基づき、⼜はあらかじめその承認を得て、⾏うことができる。

 ⼀ 国際決済銀⾏が有する外国中央銀⾏等に対する貸付債権の譲受け

⼆ 外国中央銀⾏等⼜は国際機関に対する信⽤の供与

第⼗⼆章 認可による他業



第⼀節 総則

（認可による他業）

第四⼗⼋条 当銀⾏は、法第四⼗三条第⼀項の規定による財務⼤⾂及び内閣総理⼤⾂の認可を受け

た業務を⾏うことができる。

第⼆節 証書貸付債権を担保とする貸付け

（証書貸付債権を担保とする貸付け）

第四⼗九条 当銀⾏は、前条に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、証書貸付債

権を担保とする貸付け（次条及び第四⼗九条の三に規定するものを除く。以下この条

において同じ。）を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅等

貸付けの相⼿⽅、貸付期間及び利息の徴収については、第九条第⼀号、第

三号及び第四号の規定を準⽤する。

⼆ 担保の種類

貸付けを⾏うに当たっては、担保として、証書貸付債権のうち当銀⾏が適

当と認めるものを徴求する。

（証書貸付債権を担保とする貸越し）

第四⼗九条の⼆ 当銀⾏は、第四⼗⼋条に規定する業務として、当座勘定において証書貸付債権を

担保とする貸越しを⾏う。貸越しの相⼿⽅、返済期限、担保の種類及び利息の徴

収については、第九条の⼆第⼀号、第三号、前条第⼆号及び第九条の⼆第四号の

規定を準⽤する。

（証書貸付債権を担保とする公開市場操作としての貸付け）

第四⼗九条の三 当銀⾏は、第四⼗⼋条に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、

証書貸付債権を担保とする公開市場操作としての貸付けを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅等

貸付けの相⼿⽅、貸付期間、貸付利率及び利息の徴収については、第

九条の三第⼀号、第三号、第四号及び第五号の規定を準⽤する。

⼆ 担保の種類

貸付けを⾏うに当たっては、担保として、証書貸付債権のうち当銀⾏

が適当と認めるものを徴求する。

第三節 株式の買⼊れ等

（株式の買⼊れ等）

第四⼗九条の四 当銀⾏は、第四⼗⼋条に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、

株式の買⼊れ等を⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅



買⼊れの相⼿⽅は、当銀⾏への株式売却を希望する銀⾏（銀⾏法（昭

和五⼗六年法律第五⼗九号）第⼆条第⼀項に規定する銀⾏をいう。た

だし、同法第四⼗七条第⼆項に規定する外国銀⾏⽀店、整理回収機

構、預⾦保険法（昭和四⼗六年法律第三⼗四号）第⼆条第⼗三項に規

定する承継銀⾏を除く。）であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する

者のうち、株式保有リスクが経営に与える影響等を考慮して当銀⾏が

定める基準を満たすものとする。

⼆ 買⼊れの対象となる株式

買⼊れの対象となる株式は、⾦融商品取引所（⾦融商品取引法（昭和

⼆⼗三年法律第⼆⼗五号）第⼆条第⼗六項に規定する⾦融商品取引所

をいう。以下同じ。）に上場されている株式のうち、当銀⾏の財務の

健全性確保の観点から、発⾏企業の信⽤⼒、市場の流通性等を考慮し

て当銀⾏が定める基準を満たすものとする。

三 買⼊れの⽅式

買⼊れは、当銀⾏を委託者兼受益者とし、信託銀⾏（⾦融機関の信託

業務の兼営等に関する法律（昭和⼗⼋年法律第四⼗三号）第⼀条第⼀

項の認可を受けて信託業務を営む銀⾏をいう。以下同じ。）のうち当

銀⾏が適当と認めるものを受託者とする信託を⾏い、当該信託にかか

る信託財産として株式を買い⼊れる⽅式により⾏う。

四 買⼊れの価格

買⼊れの価格は、買⼊申込⽇の⾦融商品取引所における売買⾼加重平

均価格⼜は最終の売買成⽴価格のいずれか低い価格とする。

五 買⼊れを⾏う期間

買⼊れは、平成⼆⼗⼆年四⽉末まで⾏う。

六 買⼊れの限度

イ 株式の買⼊れの総額は三兆円を限度とする。ただし、平成

⼆⼗⼀年⼆⽉三⽇以降の買⼊れの総額は⼀兆円を限度とす

る。

ロ 買⼊れの相⼿⽅別の買⼊限度額は、買⼊申込⽇の直前期末

（中間期末を含む。）における銀⾏等の株式等の保有の制

限等に関する法律（平成⼗三年法律第百三⼗⼀号）第三条

第⼀項に規定する株式等の保有額から基本的項⽬の額（銀

⾏法第⼗四条の⼆の規定に基づき、銀⾏がその保有する資

産等に照らし⾃⼰資本の充実の状況が適当であるかどうか

を判断するための基準（平成⼗⼋年⾦融庁告示第⼗九号）

に定める基本的項⽬の額をいう。）を控除した額⼜は累計

七千五百億円のいずれか低い額とする。ただし、平成⼆⼗

⼀年⼆⽉三⽇以降の買⼊対象先別の買⼊限度額は累計⼆千

五百億円とする。

ハ 買⼊れの対象となる株式別の買⼊限度は、本⾏の保有する

当該株式の数が総株主の議決権の百分の五に達するまでと

する。ただし、総株主の議決権の百分の五を超えない場合

であっても、当該株式の本⾏保有額が、特定の銘柄への過

度の集中排除の観点から当銀⾏が定める⾦額に達する場合

には、当該⾦額に達するまでを買⼊限度とする。

七 買い⼊れた株式の議決権⾏使

買い⼊れた株式の議決権⾏使については、次に掲げる事項を考慮して

その指針を定め、信託銀⾏のうち当銀⾏が適当と認めるものに、当該

指針の範囲で善管注意義務に従ってこれを⾏わせる。



イ 議決権⾏使は当銀⾏の経済的利益を増⼤することを⽬的と

して⾏われること

ロ 株主の利益を最⼤にするような企業経営が⾏われるよう議

決権を⾏使すること

⼋ 買い⼊れた株式の処分

買い⼊れた株式は、平成⼆⼗九年九⽉末までに、株式市場の情勢を勘

案し、適正な対価で処分する。ただし、平成⼆⼗四年三⽉末までの間

は、当銀⾏が特に必要と認める場合を除き、処分を⾏わない。買い⼊

れた株式の処分については、次に掲げる事項を考慮してその指針を定

め、信託銀⾏のうち当銀⾏が適当と認めるものに、当該指針の範囲で

善管注意義務に従ってこれを⾏わせる。

イ 当銀⾏の損失発⽣を極⼒回避すること

ロ 処分時期の分散に配慮すること等により、当銀⾏の株式処

分により株式市場に与える影響を極⼒回避すること

第四節 劣後特約付貸付け

（劣後特約付貸付け）

第四⼗九条の五 当銀⾏は、第四⼗⼋条に規定する業務として、次の各号に定めるところにより、

劣後特約付貸付けを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

貸付けの相⼿⽅は、銀⾏（銀⾏法第⼆条第⼀項に規定する銀⾏をい

う。ただし、同法第四⼗七条第⼆項に規定する外国銀⾏⽀店、整理回

収機構、預⾦保険法第⼆条第⼗三項に規定する承継銀⾏を除く。）の

うち、銀⾏法第⼗四条の⼆に掲げる基準に基づいて算出する連結およ

び単体⾃⼰資本⽐率について、国際統⼀基準が適⽤される先で、当銀

⾏が適当と認めるものとする。

⼆ 担保

無担保とする。

三 貸付期間

貸付期間（貸付けの⽇の翌⽇から起算して返済期⽇までの期間をい

う。）は、⼗年および期間の定めのないものの⼆種類とする。ただ

し、貸付けの相⼿⽅は、別に定めるところにより任意に元本の全部⼜

は⼀部を弁済することができるものとする。

四 貸付利率

貸付利率は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

五 利息の徴収

貸付けを⾏う場合は、前号の規定により定める貸付利率によって、六

ヶ⽉毎に後取りの⽅法により利息を徴収する。

六 新規貸付けの実施期間

 新規貸付けの実施期間は、平成⼆⼗⼆年三⽉末までとする。ただし、

平成⼆⼗⼆年三⽉末以前において貸付残⾼が次号イに定める貸付総額

の限度に達した場合には、以後新規貸付けを⾏わない。

七 貸付けの限度

イ 貸付総額は⼀兆円を限度とする。



ロ 貸付けの相⼿⽅別の貸付限度額は、三千五百億円とする。

第五節 指数連動型上場投資信託受益権等の買⼊れ等

（指数連動型上場投資信託受益権等の買⼊れ等）

第四⼗九条の六 当銀⾏は、第四⼗⼋条に規定する業務として、第五⼗四条に定めるところによ

り、指数連動型上場投資信託受益権及び不動産投資法⼈投資⼝の買⼊れ等を⾏

う。

第⼗三章 資産買⼊等の基⾦の運営

（資産買⼊等の基⾦）

第五⼗条 当銀⾏は、資産買⼊等の基⾦（第⼀条の⽬的を達成するため、⻑めの市場⾦利の低下と

各種リスク・プレミアムの縮⼩を促す観点から⾏う⼿形、国債その他の有価証券を担保

とする公開市場操作としての貸付け及び資産の買⼊れに⽤いる基⾦をいう。以下「基

⾦」という。）において、次条に定める公開市場操作としての貸付け及び第五⼗⼆条か

ら第五⼗四条までに定める資産の買⼊れを⾏う。

２ 前項に定める資産の買⼊れにおける買⼊対象資産は、以下のうち当銀⾏が適当と認める

ものとする。

 ⼀ 利付国債

⼆ 国庫短期証券

三 コマーシャル・ペーパー、短期社債、短期不動産投資法⼈債、保証付短期外

債及び資産担保短期債券（以下この章において「コマーシャル・ペーパー

等」という。）

四 社債及び不動産投資法⼈債（以下この章において「社債等」という。）

五 指数連動型上場投資信託受益権

六 不動産投資法⼈投資⼝

３ 第⼀項に規定する公開市場操作としての貸付けの残⾼は三⼗兆円程度、資産の買⼊れの

残⾼は⼗兆円程度を上限とし、前項に規定する買⼊対象資産ごとの買⼊残⾼の上限は次

に掲げるとおりとする。

 ⼀  利付国債                        ⼆兆円程度 

⼆  国庫短期証券                    三兆円程度 

三  コマーシャル・ペーパー等        ⼆兆円程度 

四  社債等                          ⼆兆円程度 

五  指数連動型上場投資信託受益権    九千億円程度 

六  不動産投資法⼈投資⼝            千億円程度 

（基⾦の運営として⾏う公開市場操作としての貸付け）

第五⼗⼀条 当銀⾏は、基⾦において、第六条第⼀項第⼆号に規定する業務として、次の各号に定

めるところにより、⼿形、国債その他の有価証券を担保とする公開市場操作としての

貸付けを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅



貸付けの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社、短資業

者その他の者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏

が第⼀条の⽬的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 担保の種類

貸付けを⾏うに当っては、担保として、第九条第⼆号に掲げる有価証券の

うち当銀⾏が適当と認めるものを徴求する。

三 貸付期間

貸付期間は、三ヶ⽉程度⼜は六ヶ⽉程度とする。

四 貸付利率

貸付利率は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

五 利息の徴収

貸付けを⾏う場合は、前号の規定により定める貸付利率によって、貸付け

の⽇の翌⽇から返済期⽇までの⽇数に応じて、後取りの⽅法によって、利

息を徴収する。

（基⾦の運営として⾏う利付国債及び国庫短期証券の買⼊れ）

第五⼗⼆条 当銀⾏は、基⾦において、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定

めるところにより、利付国債及び国庫短期証券の買⼊れを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

買⼊れの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資

業者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条

の⽬的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 買⼊れの対象となる利付国債及び国庫短期証券の種類

買⼊れの対象となる利付国債及び国庫短期証券は、利付国債（残存期間が

⼀年以上⼆年以下の銘柄に限る。）及び国庫短期証券とする。

三 買⼊れの価格

買⼊れの価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

四 買⼊れの残⾼の上限

第五⼗条第三項第⼀号及び第⼆号に定めるところによる。

（基⾦の運営として⾏うコマーシャル・ペーパー等及び社債等の買⼊れ）

第五⼗三条 当銀⾏は、基⾦において、第六条第⼀項第三号に規定する業務として、次の各号に定

めるところにより、コマーシャル・ペーパー等及び社債等の買⼊れを⾏う。

 ⼀ 相⼿⽅

買⼊れの相⼿⽅は、⾦融機関、⾦融商品取引業者、証券⾦融会社⼜は短資

業者であって、当銀⾏と当座預⾦取引を有する者のうち、当銀⾏が第⼀条

の⽬的を達成するため適当と認めるものとする。

⼆ 買⼊れの対象となるコマーシャル・ペーパー等及び社債等

コマーシャル・ペーパー等及び社債等のうち当銀⾏が適当と認めるもの

を、買⼊れの対象とする。

三 買⼊れの価格

買⼊れの価格は、⾦融市場の情勢を勘案して定める。

四 買⼊れの残⾼の上限等

イ コマーシャル・ペーパー等及び社債等の買⼊れの残⾼の上限



は、第五⼗条第三項第三号及び第四号に定めるところによる。

ロ 発⾏体別の買⼊れの残⾼は、コマーシャル・ペーパー等につい

ては千億円、社債等については千億円を上限とする。ただし、

コマーシャル・ペーパー等、社債等のそれぞれについて、買⼊

れの時点において、買⼊残⾼が買⼊れ毎に当銀⾏が適当と認め

る時点における⼀発⾏体の総発⾏残⾼の⼆割五分を超えている

ものについては、買⼊対象から除外する。

（基⾦の運営として⾏う指数連動型上場投資信託受益権等の買⼊れ等）

第五⼗四条 当銀⾏は、基⾦において、第四⼗九条の六に規定する業務として、次の各号に定める

ところにより、指数連動型上場投資信託受益権及び不動産投資法⼈投資⼝（以下「指

数連動型上場投資信託受益権等」という。）の買⼊れ等を⾏う。

 ⼀ 買⼊れの対象となる指数連動型上場投資信託受益権等

イ 指数連動型上場投資信託受益権にあっては、⾦融商品取引所に

上場されているもののうち、株式市場全体への波及効果及び当

銀⾏の財務の健全性確保の観点から連動する指数の種類及び市

場の流通性等を考慮して当銀⾏が適当と認めるものとする。

ロ 不動産投資法⼈投資⼝にあっては、⾦融商品取引所に上場され

ているもののうち、当銀⾏の財務の健全性確保の観点から不動

産投資法⼈投資⼝を発⾏する投資法⼈の信⽤⼒及び市場の流通

性等を考慮して当銀⾏が定める基準を満たすものとする。

⼆ 買⼊れの⽅式

買⼊れは、当銀⾏を委託者兼受益者とし、信託銀⾏のうち当銀⾏が適当と

認めるものを受託者とする信託を⾏い、当該信託にかかる信託財産として

指数連動型上場投資信託受益権等を買い⼊れる⽅式により⾏う。

三 買⼊れの価格

買⼊れの価格は、原則として、⾦融商品取引所における売買⾼加重平均価

格または当該価格を⽬途として受託者が取引する価格とする。

四 買⼊れを⾏う期間

買⼊れは、平成⼆⼗四年六⽉末までを⽬途に⾏う。

五 買⼊れの限度

イ 指数連動型上場投資信託受益権等の買⼊れの残⾼の上限は、第

五⼗条第三項第五号及び第六号に定めるところによる。

ロ 買⼊れの対象となる指数連動型上場投資信託受益権別の買⼊限

度は、特定の銘柄への過度の集中排除の観点から、当銀⾏が指

数連動型上場投資信託受益権別の上限を定める場合には、当該

上限に達するまでとする。

ハ 買⼊れの対象となる不動産投資法⼈投資⼝別の買⼊限度は、当

銀⾏の保有する当該投資⼝の数が発⾏済投資⼝の百分の五に達

するまでとする。ただし、発⾏済投資⼝の百分の五を超えない

場合であっても、特定の銘柄への過度の集中排除の観点から当

銀⾏が不動産投資法⼈投資⼝別の上限を定める場合には、当該

上限に達するまでを買⼊限度とする。

六 買い⼊れた不動産投資法⼈投資⼝の議決権⾏使

 買い⼊れた不動産投資法⼈投資⼝の議決権⾏使については、次に掲げる事

項を考慮してその指針を定め、信託銀⾏のうち当銀⾏が適当と認めるもの

に、当該指針の範囲で善管注意義務に従ってこれを⾏わせる。



イ 議決権⾏使は当銀⾏の経済的利益を増⼤することを⽬的として

⾏われること

ロ 不動産投資法⼈の投資主の利益を最⼤にするような投資法⼈の

運営が⾏われるよう議決権を⾏使すること

七 買い⼊れた指数連動型上場投資信託受益権等の処分

 買い⼊れた指数連動型上場投資信託受益権等の処分を⾏う際は、指数連動

型上場投資信託受益権等の市場等の情勢を勘案し、適正な対価によるもの

とする。また、次に掲げる事項を考慮して指数連動型上場投資信託受益権

等の処分の指針を定め、信託銀⾏のうち当銀⾏が適当と認めるものに、当

該指針の範囲で善管注意義務に従って処分を⾏わせる。

イ 当銀⾏の損失発⽣を極⼒回避すること

ロ 当銀⾏の指数連動型上場投資信託受益権等の処分により指数連

動型上場投資信託受益権等の市場等に攪乱的な影響を与えるこ

とを極⼒回避すること

第⼗四章 他の法律の規定による業務

（他の法律の規定による業務）

第五⼗五条 当銀⾏は、別表に掲げる法律の規定により当銀⾏の業務とされた同表に規定する業務

を⾏うことができる。

第⼗五章 考査

（考査）

第五⼗六条 当銀⾏は、法第三⼗七条から第三⼗九条までに規定する業務を適切に⾏い、及びこれ

らの業務の適切な実施に備えるためのものとして、これらの業務の相⼿⽅となる⾦融

機関等（以下この条において「取引先⾦融機関等」という。）との間で、考査（取引

先⾦融機関等の業務及び財産の状況について、当銀⾏が当該取引先⾦融機関等へ⽴ち

⼊って⾏う調査をいう。以下この条において同じ。）に関する契約を締結することが

できる。

２ 前項の契約は、次の要件を備えるものとする。

 ⼀ 当銀⾏は、考査を⾏うときは、次に定めるところにより、あらかじめ、取

引先⾦融機関等に対し連絡しその承諾を得なければならないものであるこ

と。

イ 当銀⾏は、取引先⾦融機関等に対し連絡する場合には、考査を

⾏う前に、合理的な期間をおいて、考査の⽬的及び対象並びに

考査を⾏う時期を明示することにより連絡しなければならな

い。

ロ 当銀⾏は、取引先⾦融機関等から、正当な理由があって、イの

規定により連絡した考査を⾏う時期⼜は考査の対象について変

更の申⼊れが⾏われた場合には、当該申⼊れについて当該取引

先⾦融機関等と協議しなければならない。

⼆ 考査を⾏う当銀⾏の職員は、当銀⾏が発⾏するその身分を示す証明書を携

帯し、関係⼈の請求があったときは、これを提示しなければならないもの

であること。



三 考査に関する契約に係る契約書において、前⼆号に掲げる要件のほか、次

に掲げる事項が明らかにされているものであること。

イ 当銀⾏が⾏う考査及びその結果に基づき⾏う取引先⾦融機関等

に対する助⾔等は、法第三⼗七条から第三⼗九条までに規定す

る業務を適切に⾏い、及びこれらの業務の適切な実施に備える

ために必要な限度を超えるものであってはならないこと。

ロ 当銀⾏は、その⾏う考査がその⾏おうとする⽬的に照らして取

引先⾦融機関等に対し過⼤な事務負担を及ぼすことのないよ

う、考査に当たって提出を求める資料の内容、考査を⾏う当銀

⾏の職員の数その他の考査の実施の⽅法について配慮しなけれ

ばならないこと。

ハ 当銀⾏の役員及び職員は、法第四⼗四条第三項の規定により考

査の結果を記載した書類その他の考査に関する資料を⾦融庁⻑

官に対し提出し、⼜はその職員に閲覧させる場合その他正当な

理由がある場合を除くほか、考査により知ることのできた秘密

を漏らし、⼜は盗⽤してはならない義務を負うものであるこ

と。

３ 当銀⾏は、考査を⾏う場合には、当該考査に伴う取引先⾦融機関等の事務負担に配慮

するものとする。

４ 当銀⾏は、⾦融庁⻑官から要請があったときは、その⾏った考査の結果を記載した書

類その他の考査に関する資料を⾦融庁⻑官に対し提出し、⼜はその職員に閲覧させる

ことができる。

第⼗六章 ⽇本銀⾏券

（⽇本銀⾏券の発⾏）

第五⼗七条 当銀⾏は、⽇本銀⾏券を発⾏する。

（⽇本銀⾏券の種類及び様式）

第五⼗⼋条 ⽇本銀⾏券の種類は、⼀万円、五千円、⼆千円及び千円の四種類とする。

２ ⽇本銀⾏券の様式は、財務⼤⾂が定めるところによる。

（⽇本銀⾏券の引換え）

第五⼗九条 当銀⾏は、次の各号に定めるところにより、本店⼜は⽀店において、汚染、損傷その

他の理由により使⽤することが困難であると認められる⽇本銀⾏券を、⼿数料を徴収

することなく、引き換えるものとする。

 ⼀ 当銀⾏は、表裏の両⾯が具備されている⽇本銀⾏券を対象とし、券⾯の三

分の⼆以上が残存するものについては額⾯価格の全額をもって、券⾯の五

分の⼆以上が残存するものについては額⾯価格の半額をもって、当該⽇本

銀⾏券を引き換えるものとする。

⼆ ⽇本銀⾏券の紙⽚が⼆以上ある場合において、当該各紙⽚が同⼀の⽇本銀

⾏券の紙⽚であると認められるときは、当該各紙⽚の⾯積を合計した⾯積

をその券⾯の残存⾯積として、前号の規定を適⽤する。

三 当銀⾏は、⽇本銀⾏券が前⼆号の規定に該当するものである場合において



も、当該⽇本銀⾏券が紙質若しくは⾊彩の変化その他の理由により真偽を

鑑定することが困難であると認めるとき⼜は当銀⾏において当該⽇本銀⾏

券の券⾯にせん孔を施したことが明らかであるとき若しくはせん孔を施し

た可能性があると認められるときは、当該⽇本銀⾏券の引換えを⾏わない

ことができる。

（⽇本銀⾏券の製造及び消却）

第六⼗条 当銀⾏は、⽇本銀⾏券の製造及び消却の⼿続を定め、財務⼤⾂の承認を受けるものとす

る。これを変更しようとするときも、同様とする。

第⼗七章 雑則

（⼀般の閲覧）

第六⼗⼀条 当銀⾏は、本店及び⽀店において、この業務⽅法書を備え置く⽅法⼜はパーソナルコ

ンピュータにその記載事項を表示する⽅法により、⼀般の閲覧に供するものとする。

（業務⽅法書の変更）

第六⼗⼆条 当銀⾏は、政策委員会の議決を経て、この業務⽅法書を変更することができる。

２ 前項の場合、当銀⾏は、財務⼤⾂及び内閣総理⼤⾂に届け出るものとする。

（例外）

第六⼗三条 当銀⾏は、特に必要あるときは、政策委員会の議決を経て、この業務⽅法書によらず

にその業務を⾏うことができる。

２ 前項の場合において、緊急に対処する必要があり、事前に政策委員会の議決を経るこ

とができないときは、その議決を経ることを要しない。この場合においては、速やか

に政策委員会の事後の承認を得るものとする。

３ 第⼀項の場合、当銀⾏は、この業務⽅法書によらずにその業務を⾏った旨及び⾏った

業務の内容を財務⼤⾂及び内閣総理⼤⾂に届け出るものとする。

（権限の委任）

第六⼗四条 内閣総理⼤⾂が法第六⼗⼀条の⼆の定めるところにより、法による権限を⾦融庁⻑官

に委任した場合において、当該委任された権限に係るこの業務⽅法書の規定中「内閣

総理⼤⾂」とあるのは、「⾦融庁⻑官」とする。

２ 内閣総理⼤⾂が法第六⼗⼀条の⼆の定めるところにより、法第四⼗五条第⼀項による

権限を⾦融庁⻑官に委任した場合において、前条第三項の規定中「内閣総理⼤⾂」と

あるのは、「⾦融庁⻑官」とする。

附則

（施⾏期⽇）

第⼀条 この業務⽅法書は、平成⼗年四⽉⼀⽇から実施する。



（基準となるべき割引率等に係る経過措置）

第⼆条 この業務⽅法書の実施の際現に⽇本銀⾏法（昭和⼗七年法律第六⼗七号。以下「旧法」と

いう。）第⼆⼗⼀条の規定により公告されている基準となるべき割引歩合⼜は基準となる

べき貸付利⼦歩合は、第七条の規定により公表した基準となるべき割引率⼜は基準となる

べき貸付利率とみなす。

（承継国債に関する代理店）

第三条 当銀⾏は、第⼆⼗七条から第⼆⼗九条までに規定する代理店等のほか、法令で定めるとこ

ろにより、政府が承継した債務に係る国債に関する事務を取り扱うための代理店を設置す

ることができる。

２ 第三⼗⼆条及び第三⼗三条の規定は、前項の代理店に準⽤する。

（信⽤秩序の維持のための業務に係る経過措置）

第四条 当銀⾏がこの業務⽅法書の実施の際現に旧法第⼆⼗五条に規定する主務⼤⾂の認可を受け

ている業務のうち、第三⼗四条第⼀項に規定する業務に該当するものがある場合には、当

該業務については、同条第⼆項の規定による届出は、しないものとする。

（国際⾦融業務等に係る経過措置）

第五条 前条に規定するもののほか、当銀⾏がこの業務⽅法書の実施の際現に旧法第⼆⼗四条、第

⼆⼗五条⼜は第⼆⼗七条に規定する主務⼤⾂の認可を受けている業務⼜は取引のうち、第

三⼗六条、第四⼗五条第三項、第四⼗七条⼜は第四⼗⼋条に規定する⼤蔵⼤⾂の認可⼜は

承認が必要とされる業務⼜は取引に該当するものがある場合には、これらの業務⼜は取引

は、それぞれその種類に応じこれらの規定に規定する⼤蔵⼤⾂の認可⼜は承認を受けたも

のとみなす。

（⽇本銀⾏券の種類に係る経過措置）

第六条 法附則第⼗六条第⼀項の規定により法第四⼗六条第⼀項の規定により発⾏された⽇本銀⾏

券とみなされる銀⾏券については、旧法第三⼗三条第⼀項及び第⼆項の規定により主務⼤

⾂が定め、及び公示した銀⾏券の種類（第五⼗⼋条第⼀項に規定する⽇本銀⾏券の種類と

同⼀のものを除く。）は、⽇本銀⾏券の種類とする。

（⽇本銀⾏券の引換えに係る経過措置）

第七条 法附則第⼗六条第⼀項の規定により法第四⼗六条第⼀項の規定により発⾏された⽇本銀⾏

券とみなされる銀⾏券の引換えにより当該銀⾏券の額⾯価格の半額に⼀円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。

（⽇本銀⾏券の製造及び消却の⼿続に係る経過措置）

第⼋条 この業務⽅法書の実施の際現に当銀⾏が旧法第三⼗六条の規定により定め、主務⼤⾂の認

可を受けている銀⾏券の製造及び消却の⼿続は、第六⼗条に規定する⽇本銀⾏券の製造及

び消却の⼿続とみなす。



（⾦融監督庁設置までの経過措置）

第九条 ⾦融監督庁設置法（平成九年法律第百⼀号）の施⾏の⽇の前⽇までの間における第三⼗四

条第⼆項並びに第五⼗六条第⼆項第三号及び第四項の規定の適⽤については、第三⼗四条

第⼆項中「⼤蔵⼤⾂に届け出るとともに、⾦融監督庁⻑官に通知する」とあるのは「⼤蔵

⼤⾂に届け出る」と、第五⼗六条第⼆項第三号及び第四項中「⾦融監督庁⻑官」とあるの

は「⼤蔵⼤⾂」とする。

附則 （平成⼗年⼗⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗年⼗⽉⼆⼗三⽇から実施する。

附則 （平成⼗年⼗⼀⽉⼗三⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗年⼗⼀⽉⼗六⽇から実施する。

附則 （平成⼗年⼗⼆⽉⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗年⼗⼆⽉⼗五⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼀年⼆⽉⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼀年⼆⽉⼗⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼀年三⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼀年四⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼀年三⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼀年四⽉⼗⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼀年三⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼀年六⽉⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼀年⼗⽉⼆⼗七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼀年⼗⽉⼆⼗七⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年三⽉⼆⼗四⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼆年四⽉三⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年四⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼆年四⽉⼆⼗六⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年四⽉⼆⼗七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼆年四⽉⼆⼗七⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年六⽉九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼆年七⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年⼗⼀⽉⼆⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼆年⼗⼆⽉四⽇から実施し、同⼗四年⼗⼆⽉三⼗⽇限

りその効⼒を失うものとする。

附則 （平成⼗⼆年⼗⼆⽉⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗三年⼀⽉四⽇から実施する。

２ この変更後の第九条第⼆号ル及びヲの規定は、平成⼗三年三⽉三⼗⼀⽇限り、同号ワの規定

は、平成⼗四年三⽉三⼗⼀⽇限り、その効⼒を失う。

３ この変更前の第⼗条及び第⼗条の⼆の規定に基づき実施した⼿形の買⼊れの取扱いは、なお

従前の例による。

４ 平成⼗三年七⽉三⽇までの間、当座勘定における貸越しを⾏った⽇に当該貸越しが返済され

ない場合であって、その前営業⽇の返済期限において当該勘定における貸越しの残⾼がない

ときは、第九条の⼆第三号の規定（第四⼗九条の⼆において準⽤する場合を含む。）にかか

わらず、その翌営業⽇の当銀⾏が定める時まで返済期限を延⻑することができる。この場

合、第九条の⼆第四号の規定（第四⼗九条の⼆において準⽤する場合を含む。）にかかわら

ず、当該貸越しを⾏った⽇からその翌営業⽇までの⽇数に応じ、別に定める貸付利率により

利息を徴収する。



附則 （平成⼗⼆年⼗⼆⽉⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗三年⼀⽉六⽇から実施する。

２ この変更の実施前の業務⽅法書（以下この附則において「旧業務⽅法書」という。）に規定

する従前の国の機関の認可、承認その他の処分⼜は要請その他の⾏為は、この変更の実施後

の業務⽅法書（以下この附則において「新業務⽅法書」という。）に別段の定めがあるもの

のほか、新業務⽅法書の実施後は、新業務⽅法書の相当規定に規定する相当の国の機関の認

可、承認その他の処分⼜は要請その他の⾏為とみなす。

３ 新業務⽅法書の実施の際現に旧業務⽅法書の規定により従前の国の機関に対してされている

届出その他の⾏為は、新業務⽅法書に別段の定めがあるもののほか、新業務⽅法書の実施後

は、新業務⽅法書の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた届出その他の⾏為

とみなす。

４ 新業務⽅法書の実施前に旧業務⽅法書の規定により従前の国の機関に対し届出、提出その他

の⼿続をしなければならないとされている事項で、新業務⽅法書の実施の⽇前にその⼿続が

されていないものについては、新業務⽅法書に別段の定めがあるもののほか、新業務⽅法書

の実施後は、これを、新業務⽅法書の相当規定により相当の国の機関に対して届出、提出そ

の他の⼿続をしなければならないとされた事項についてその⼿続がされていないものとみな

して、新業務⽅法書の規定を適⽤する。

附則 （平成⼗三年三⽉⼆⼗七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗三年四⽉⼀⽇から実施する。

２ この変更の実施前の業務⽅法書別表の規定に基づき実施した業務は、この変更の実施後は、

この変更の実施後の業務⽅法書別表の相当規定に基づき実施したものとみなす。

附則 （平成⼗三年五⽉⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗三年五⽉⼗⼋⽇から実施する。

附則 （平成⼗⼆年⼗⼀⽉⼗⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗三年六⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗四年⼀⽉⼗六⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗四年⼀⽉⼗七⽇から実施する。

附則 （平成⼗四年五⽉⼗⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗四年六⽉⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗四年⼗⽉⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗四年⼗⽉⼗⼋⽇から実施する。

附則 （平成⼗四年⼗⽉三⼗⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗四年⼗⽉三⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗四年九⽉⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗四年⼗⼀⽉⼗⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年⼀⽉七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年⼀⽉⼆⼗七⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年三⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年三⽉⼆⼗六⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年⼆⽉⼗四⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年三⽉三⼗⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年⼆⽉七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年四⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年三⽉⼆⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年四⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年四⽉⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年四⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年四⽉⼀⽇）



この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年四⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年四⽉四⽇）

株式会社産業再⽣機構法第三⼗九条第三項の規定に係る変更は、平成⼗五年四⽉⼗⽇から、

同法第四⼗九条第四項の規定に係る変更は、平成⼗五年四⽉九⽇から、それぞれ実施する。

附則 （平成⼗五年五⽉⼗三⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年五⽉⼗三⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年六⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年六⽉⼆⼗五⽇から実施し、同⼗⼋年三⽉三⼗⼀⽇

限りその効⼒を失うものとする。

附則 （平成⼗五年六⽉⼗⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年六⽉三⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗五年⼗⽉⼗⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗五年⼗⽉⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗六年⼆⽉五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗六年四⽉⼗⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼗六年七⽉⼆⼗⽇）

別表に係る変更は、平成⼗六年⼋⽉⼀⽇から、第四⼗九条の三第⼆号の規定に係る変更は、

平成⼗六年七⽉⼆⼗⽇から、それぞれ実施する。

２ 前項の規定による変更後の別表中、「⾦融機能の強化のための特別措置に関する法律（平成

⼗六年法律第百⼆⼗⼋号）附則第⼆条の規定による改正前の⾦融機関等の組織再編成の促進

に関する特別措置法（平成⼗四年法律第百九⼗号）第三⼗⼆条第⼆項」の項を削るととも

に、「⾦融機能の強化のための特別措置に関する法律（平成⼗六年法律第百⼆⼗⼋号）第四

⼗四条第五項」の項を横線のとおり改め、それぞれ平成⼗七年四⽉⼀⽇から実施する。

 ⾦融機能の強化のための特別措

置に関する法律（平成⼗六年法

律第百⼆⼗⼋号）第四⼗四条第

五項（附則第四条第⼆項の規定

により適⽤される場合を含

む。）

預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（⾦融機能強

化業務（⾦融機能の強化のための特別措置に関す

る法律（平成⼗六年法律第百⼆⼗⼋号）附則第四

条第⼆項の規定により⾦融機能強化業務とみなさ

れるものを含む。）に係るもの）

 

附則 （平成⼗六年⼗⼆⽉三⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗七年⼀⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼗七年三⽉⼗六⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗七年三⽉⼗六⽇から実施する。

附則 （平成⼗七年五⽉⼆⼗五⽇）

第⼆⼗⼆条第⼀項に係る変更は、平成⼗九年六⽉⼀⽇から、第九章第五節に係る変更は、平

成⼗⼋年⼀⽉⼗⽇から、それぞれ実施する。

附則 （平成⼗⼋年四⽉⼗⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗⼋年六⽉⼆⼗六⽇から実施する。

２ この変更前の第⼗条の規定に基づき実施した⼿形の買⼊れの取扱いは、なお従前の例によ

る。

附則 （平成⼗九年六⽉⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗九年六⽉⼗五⽇から実施する。

附則 （平成⼗九年⼋⽉⼗七⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗九年九⽉⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗九年九⽉⼗⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗九年九⽉三⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼗九年九⽉⼗九⽇）



この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼗九年九⽉三⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗年⼗⽉三⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗年⼗⽉⼗四⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗年⼗⽉三⼗⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗年⼗⼀⽉⼗六⽇から実施し、「資⾦供給円滑化のた

めの補完当座預⾦制度基本要領」（平成⼆⼗年⼗⽉三⼗⼀⽇決定）の廃⽌とともに、その効

⼒を失うものとする。

附則 （平成⼆⼗年⼗⼀⽉⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗年⼗⼆⽉⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗年⼗⼆⽉⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗年⼗⼆⽉⼗九⽇から実施し、株式会社⽇本政策投資

銀⾏が株式会社⽇本政策⾦融公庫法（平成⼗九年法律第五⼗七号）第⼆条第五号に定める危

機対応業務として実施するコマーシャル・ペーパーの買取業務およびコミットメント・ライ

ンの設定業務（以下この附則において「ＣＰ買取業務等」という。）の終了⽇限り、その効

⼒を失う。

２ 株式会社⽇本政策投資銀⾏が、この変更の失効前にＣＰ買取業務等により取得したコマーシ

ャル・ペーパーまたはコミットメント・ライン契約に基づく貸付債権を保有している場合に

おける同⾏に対する第九条の三（第四⼗九条の三において準⽤する場合を含む。）および第

⼗⼀条の規定の適⽤については、失効⽇後も、なお従前の例による。

附則 （平成⼆⼗年⼗⼆⽉⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼀⽉五⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼀⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼀⽉⼆⼗⼆⽇から実施し、平成⼆⼗⼀年⼗⼆⽉

三⼗⼀⽇限りその効⼒を失うものとする。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼀⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼀⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉九⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼆⽉三⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼗⼆⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼀⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼗三⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼗九⽇から実施し、平成⼆⼗⼀年⼗⼆⽉三

⼗⼀⽇限りその効⼒を失うものとする。

附則 （平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼗九⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年⼆⽉⼆⼗五⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年四⽉⼗⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年四⽉⼗⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年五⽉⼆⼗⼆⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年七⽉三⼗⼀⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼀年九⽉⼆⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼀年九⽉⼆⼗⼋⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗⼆年六⽉⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼆年六⽉⼗五⽇から実施し、平成⼆⼗⼋年六⽉三⼗

⽇限りその効⼒を失うものとする。

附則 （平成⼆⼗⼆年⼗⽉⼆⼗⼋⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼆年⼗⽉⼆⼗⼋⽇から実施する。



附則 （平成⼆⼗⼆年⼗⼀⽉五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗⼆年⼗⼀⽉五⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗三年三⽉⼗四⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗三年三⽉⼗四⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗三年三⽉⼗五⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗三年三⽉⼗五⽇から実施する。

附則 （平成⼆⼗三年四⽉⼀⽇）

この業務⽅法書の⼀部変更は、平成⼆⼗三年四⽉⼀⽇から実施する。

別表

法律 業務

外国為替及び外国貿易法（昭和⼆⼗四年法律第⼆

百⼆⼗⼋号）第六⼗九条第⼆項

同法の施⾏に関する事務の取扱い（業務⽅法書

第⼆⼗六条第⼆項に規定する業務を除く。）

国際通貨基⾦及び国際復興開発銀⾏への加盟に伴

う措置に関する法律（昭和⼆⼗七年法律第百九⼗

⼀号）第⼗⼆条

国際通貨基⾦貸付債権の譲渡し及び譲受けに係

る取引

同法第⼗四条 国際通貨基⾦及び国際復興開発銀⾏の保有する

本邦通貨の寄託所としての業務

同法第⼗⼋条 国際通貨基⾦特別引出権の譲渡し及び譲受けに

係る取引

国際⾦融公社への加盟に伴う措置に関する法律

（昭和三⼗⼀年法律第百六⼗七号）第三条

国際⾦融公社の保有する本邦通貨その他の資産

の寄託所としての業務

国際開発協会への加盟に伴う措置に関する法律

（昭和三⼗五年法律第百五⼗三号）第五条

国際開発協会の保有する本邦通貨その他の資産

の寄託所としての業務

アジア開発銀⾏への加盟に伴う措置に関する法律

（昭和四⼗⼀年法律第百三⼗⼋号）第四条

アジア開発銀⾏の保有する本邦通貨その他の資

産の寄託所としての業務

預⾦保険法（昭和四⼗六年法律第三⼗四号）第四

⼗⼆条第四項

預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（その経理

を⼀般勘定で整理する業務に係るもの）

同法第百⼆⼗六条第⼆項 預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（その経理

を危機対応勘定で整理する業務に係るもの）

アフリカ開発基⾦への参加に伴う措置に関する法

律（昭和四⼗⼋年法律第三⼗⼋号）第四条

アフリカ開発基⾦の保有する本邦通貨その他の

資産の寄託所としての業務

農⽔産業協同組合貯⾦保険法（昭和四⼗⼋年法律

第五⼗三号）第四⼗⼆条第五項

農⽔産業協同組合貯⾦保険機構に対する資⾦の

貸付け（その経理を⼀般勘定で整理する業務に

係るもの）

同法第百⼗条第⼆項 農⽔産業協同組合貯⾦保険機構に対する資⾦の

貸付け（その経理を危機対応勘定で整理する業

務に係るもの）

⽶州開発銀⾏への加盟に伴う措置に関する法律

（昭和五⼗⼀年法律第四⼗号）第四条

⽶州開発銀⾏の保有する本邦通貨その他の資産

の寄託所としての業務

国際農業開発基⾦への加盟に伴う措置に関する法

律（昭和五⼗⼆年法律第⼆⼗⼋号）第四条

国際農業開発基⾦の保有する本邦通貨その他の

資産の寄託所としての業務

アフリカ開発銀⾏への加盟に伴う措置に関する法

律（昭和五⼗六年法律第四⼗⼀号）第四条

アフリカ開発銀⾏の保有する本邦通貨その他の

資産の寄託所としての業務



法律 業務

⼀次産品のための共通基⾦への加盟に伴う措置に

関する法律（昭和五⼗六年法律第四⼗⼆号）第四

条

⼀次産品のための共通基⾦の保有する本邦通貨

その他の資産の寄託所としての業務

多数国間投資保証機関への加盟に伴う措置に関す

る法律（昭和六⼗⼆年法律第三⼗六号）第四条

多数国間投資保証機関の保有する本邦通貨その

他の資産の寄託所としての業務

欧州復興開発銀⾏への加盟に伴う措置に関する法

律（平成三年法律第⼆⼗⼆号）第四条

欧州復興開発銀⾏の保有する本邦通貨その他の

資産の寄託所としての業務

特定住宅⾦融専⾨会社の債権債務の処理の促進等

に関する特別措置法（平成⼋年法律第九⼗三号）

第⼆⼗五条第⼀項

預⾦保険機構に対する千億円を限度とした拠出

中東・北アフリカ経済協⼒開発銀⾏への加盟に伴

う措置に関する法律（平成九年法律第三⼗五号）

第四条

中東・北アフリカ経済協⼒開発銀⾏の保有する

本邦通貨その他の資産の寄託所としての業務

⾦融機能の再⽣のための緊急措置に関する法律

（平成⼗年法律第百三⼗⼆号）第六⼗五条第⼆項

（⾦融機能の早期健全化のための緊急措置に関す

る法律（平成⼗年法律第百四⼗三号）附則第五条

第⼆項の規定により適⽤される場合を含む。）

預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（⾦融再⽣

業務（⾦融機能の早期健全化のための緊急措置

に関する法律（平成⼗年法律第百四⼗三号）附

則第五条第⼆項の規定により⾦融再⽣業務とみ

なされるものを含む。）に係るもの）

⾦融機能の早期健全化のための緊急措置に関する

法律（平成⼗年法律第百四⼗三号）第⼗六条第⼆

項

預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（⾦融機能

早期健全化業務に係るもの）

⾦融機能の強化のための特別措置に関する法律

（平成⼗六年法律第百⼆⼗⼋号）第四⼗四条第五

項（附則第四条第⼆項の規定により適⽤される場

合を含む。）

預⾦保険機構に対する資⾦の貸付け（⾦融機能

強化業務（⾦融機能の強化のための特別措置に

関する法律（平成⼗六年法律第百⼆⼗⼋号）附

則第四条第⼆項の規定により⾦融機能強化業務

とみなされるものを含む。）に係るもの）

株式会社企業再⽣⽀援機構法（平成⼆⼗⼀年法律

第六⼗三号）第四⼗三条第三項

株式会社企業再⽣⽀援機構に対する資⾦の貸付

け


